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各学校（園）の教職員の皆様 

 

「学校の地震防災対策マニュアル作成の手引き」にあたって 

 

このたび、各学校（園）における防災対策がより一層充実し、実効性のあるものとなるよう、平成２３年

７月に作成・配付しました「学校の地震防災対策マニュアル（例）改訂（暫定版）」を、平成３０年１月に

政府の地震調査委員会が、南海トラフ地震の発生確率を今後３０年間で７０～８０％に引き上げられたこと

などから「学校の地震防災対策マニュアル作成の手引き」として作成いたしました。 

 

このマニュアル作成の手引きは、主には学校(園)において、地震や津波等の発生時に教職員が担うべき役

割とその対応方法を具体的に定める「学校危機管理マニュアル（危険等発生時対処要領）」の作成・充実の

参考にしていただくための指針ですが、これまでに経験したことのない自然災害が多発する今日、今後の国

や県の災害対応状況によって内容の見直しが必要になっていくものと考えています。 

 

ここで、各学校（園）においてご留意とご検討をお願いしたいことは、このマニュアル作成の手引きはあ

くまで参考であり、各学校（園）の防災対策は、学校（園）の地理的な条件や児童生徒の状態等により、一

つとして同じものはないであろうということです。このマニュアル作成の手引きは、作成の方法を示すもの

であり、平成２３年７月作成の「学校の地震防災対策マニュアル（例）改訂（暫定版）」を見直すにあたり

必要となる内容を示したものです。ぜひ学校（園）ごとに実情に応じた危機管理マニュアルを作成されると

ともに、日々の訓練を重ね見直し改善を図ることで、より実効性の高いものにしていただきたいと考えてい

ます。 

 

また、学校（園）における防災対策は、障害のある児童生徒等への具体的な対応を中心に据えて検討をい

ただくことが大切であり、さらに学校危機管理マニュアル等により定められる各教職員の役割分担は、本有

事の際には、いつなんどき変わらざるを得ない状態に陥るかも知れませんので、ぜひ教職員の皆様におかれ

ましては、自身の役割分担だけでなく、学校（園）全体の防災対策を普段から理解されておくことが必要で

あると考えています。 

 

今後の取り組みについてよろしくお願いいたします。 

 

 

平成３０年１２月１３日 

 

 

香川県教育委員会事務局 保健体育課長 
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【地震編】 
 

 

 

 

 

 

 
  



◆学校の地震防災対策マニュアル作成の手引きの目的 
 

 

平成２３年３月１１日に発生した「東日本大震災」では、広範囲において地震・津波による甚大な被害が

発生し、多くの尊い生命が失われました。 

 

香川県教育委員会では、これまでも、平成２０年３月に「防災の手引」、平成２３年７月にこれを改訂し

「学校の地震防災対策マニュアル（例）」を作成・配付し、各学校（園）における防災体制や防災教育の推

進に取組んでまいりました。今般、南海トラフ地震の発生確率が今後３０年間で７０～８０％に引き上げら

れたことから、「学校の地震防災対策マニュアル（例）」の内容をより実効性あるものとするために見直す

とともに、津波や避難所支援等の内容を新たに作成することにより、各学校（園）における危機管理マニュ

アルの充実など防災体制の一層の強化を図ろうとするものです。 

 

各学校（園）におかれては、このマニュアル作成の手引きを参考に、有事の際の役割を十分に検討され、

教職員等によりその役割を明確にし、実効性のあるものとされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

改 訂 の 方 針 

○ 教職員自らが考えて作り上げていくための作成の手引きとする 

 （平成２３年７月改訂（暫定版）からの修正方法の内容とする） 

○ 地震防災対応マニュアルとしての完成版としては提示しない 

 （各学校でハザードが異なり対応が異なるため） 

○ 出来るだけ簡潔な内容（冗長とならない：いつ、誰が、何をする） 

○ 地域との連携を明確に織り込む 

○ 避難所運営は別途とする（学校における避難所運営マニュアル作成の手引き：香川県・香川

県教育委員会 平成３０年３月作成を参照） 

教職員が行うべき項目 

（実行動に移せる具体的内容を明確にする） 

・各学校の被災特性をハザードマップ・防災マップから知る 

・大規模地震の場合は、教職員も被災者となることを前提に考える 

 （参集不可能な場合もある） 

・組織体制の整備（権限と責任の明確化） 

・アクションカードに整理し常時携帯する（記述内容の厳選） 

１ 



◆地震が発生した場合の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校は、大規模な地震が発生した場合に予想される被害状況等を踏まえ、学校の設置者

や保護者等と協議・連携して、大規模な地震が発生した場合の災害対策に係る計画を策定

するとともに、基本対応についてのマニュアルを作成する。 

教職員の動員体制と学校災害対策本部の業務内容 

（１）教職員の動員体制（配置基準：香川県地域防災計画地震対策編） 

着目点：他基準との整合性を図る。 

・緊急地震速報が発表されたとき 

香川県地域防災計画地震対策編の配置基準 
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地震が発生した場合の対応（学校の地震防災対応マニュアル（例）P1） 

教職員の参集基準：香川県地域防災計画地震対策編P111～113 

香川県地域防災計画地震対策編P111 

第1 次配備   ・ 県内で震度4 の地震が発生したとき 県立学校等の指定職員 

            香川県に津波注意報が発表されたときは対象外となっている！ 

        

香川県地域防災計画地震対策編P112  

３．市町の活動体制 

(２) 災害対策本部 

  市町の地域内に災害が発生し、又は発生するおそれがあるときで、市町長 

  が必要と認めた場合は、第一次的に災害応急対策を実施する機関として、県   

  に準じてあらかじめ定めた設置基準、組織、動員配備体制等により災害対策 

  本部を設置し、災害応急対策を行う。 

香川県地域防災計画地震対策編P111 

第2 次配備     ・ 県内で震度5 弱又は 5 強 の地震が発生したとき 

災害対策本部   ・ 香川県に津波警報が発表 されたとき 

体制で対応 

職員の 1/4 

香川県地域防災計画地震対策編P111 

第3 次配備     ・ 県内で震度6 弱以上の地 震が発生したとき    

災害対策本部   ・ 香川県に大津波警報が発 表されたとき 

体制で対応  

職員の全員 

各市町で独自に策定している場合は

それに準じる確認を行う。 

（学校の地震防災対応マニュアル（例）P2） 

第三次配備表の下段 

＊教職員が所属校に参集できない・・・ 

実参集教職員の調査実施：通勤距離・通勤手段・通勤時間、居住している家屋の耐震性（1981 年6

月以降建築確認の建物か？）、家族状況（要配慮者や小さな子供のいる家庭などから、参集が出

来ない教職員、もしくはすぐに帰宅しなければならない教職員を把握しておく 

（所属校が津波による浸水が予想される・・・） 

どの教職員が情報を入手するか、氏名を明記する。 

校長が不在の場合などに誰が指示を行う・・・ 

着目点：具体的な行動を記す調査

の実施、氏名を記入する。 

３ 



学校災害対策本部の配備編成計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

着目点：代理権者の指名 配備編成計画表の作成の提案 

着目点：連携体制 連絡網の作成 

・電話による連絡・安否確認 ・携帯メールによる連絡・安否確認 

・電子メールによる一斉連絡・安否確認 ・香川防災情報メール 

⑤（表６）教職員の緊急時連絡体制（例） 

休日・夜間の連絡及び安否確認の方法について書き出す。 

４ 

第３位までの代理権者の氏名 

を明記する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

＊例えば20km以上の場合、迅速な対応と教員の事故防止のため、近くの学校に振り分

ける（当該教員と学校で事前に調整し確認をしておく）等、各学校で柔軟に対応する。 

５ 

代理権者の氏名と参集可能な教職員の 

氏名と人数を確認する。 

教職員へのアンケート実施条件（参集もしくは居残り） 

①家庭の事情（小さな子供、要配慮者がいる） 

②自宅の耐震状況、通勤路の土砂災害や津波浸水 

災害対応出来る教職員の実数把握 



学校災害対策本部の設置（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

周波数を考慮 

 
・クロノロジー担当（記録日誌の記入より、詳細な記録） 

・プログレムリスト担当（情報収集に入るかもしれませんが、情報の整理と対応が必要） 

校区内の企業からの協力・支援

着 目 点 

全ての班が同時進行ではないため時系列に

整理し、担当教員を効率的に配置する。 

学校災害対策本部は児童生徒等が安全に

避難した後に設置。「学校の地震防災対

応マニュアル」５頁に記載。 

・クラスの出席簿・笛・誘導旗 

・行方不明者の記入用紙（児童生徒等） 

・ハンドマイク ・懐中電灯 

＊避難所支援班については、学校における避難所運営マニュアル（香川県・香川県教育委員会作成の 

手引き平成３０年３月作成）を参照する。 

６ 

 

＊小規模校の場合など教職員数が少ない場合、「救急医療班」と「救護班」を、「安否確認・避難誘導 

班」と「保護者連絡班」を、「応急復旧班」と「安全点検・消火班」をそれぞれ統合するなど柔軟な 

対応を考える。 



学校災害対策本部の業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

着目点：業務内容の整理（重要業務の洗い出しと優先順位を決める）と何人で対応するのか？ 

７ 

必要とする教職員数 

は足りるのか？ 



◆学校区のリスクを知る 

（１）平常時から学校区の被災リスクを知る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：高松市防災マップ 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/shobo/bosai_map/takamatsu_map/map/index.html 

着 目 点 

平常時から学校区の被災リスクを知る。 

８ 

どのようなハザードが想定されているか、市町が発行 

している防災マップ・ハザードマップで確認する。 



（２）地震が発生した場合の情報収集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

着 目 点 

具 体 的 な 情 報 入 手 方 法（２） 

着 目 点 

具 体 的 な 情 報 入 手 方 法（１） 

参考として次頁 

に内容を示す。 

（７） 気象庁ホームページ

https://www.jma.go.jp/jma/index.html 

作業を一人の担当者に集中させない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 



 

 

 

 

 

 

 

１１ 

２） 地盤サポートマップ http://supportmap.jp/ 

地形図、新旧の空中写真、土砂災害危険個所、浸水想定区域などが閲覧可能 

１） 野外調査地図 http://fieldstudymap.com/ 

地形図、新旧の空中写真の閲覧、現在位置のトラッキングが可能 



◆地震が発生した場合の基本対応 

インシデントが発生してからの時間対応（地震・ため池編） 

 

 

１２ 

まずは安全を確保し，避難を開始する。 

「指定緊急避難場所」及び「指定避難所」の定義は、災害対策基本

法第49条の4及び法第49条の7による。これ以外に学校が独自に

指定している避難場所の場合は「指定の避難場所」とする。 

指定緊急避難場所もしくは指定の避難場所への避難経路の安全確認が大切。避難しない選択もある。 



② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）在校時                      

      総括（校長等）・教職員  

・役割分担に従って行動を開始する。 

・避難所支援班を設置し、避難住民への対応を開始する。 

             教職員  

              ・施設の被害状況を調査し、本部に報告する。 

             ・安全確認、危険箇所の立入禁止措置等を行う。 

（張り紙、ロープなど） 

                  ・第一次避難場所が危険な場合は、あらかじめ決めていた第二次避 

           難場所に児童生徒等を誘導する。 

               総括（校長等） 

・被害状況等の調査結果を学校の設置者に報告する。 

                  ・校区内の被災状況の確認に努める。（市町、自主防災組織と連携） 
 

                             教職員  

                            ・保護者へ連絡をとる。（電話やメールが使用できないことも考えられるた

め、文書等で事前に取り決めておくことも検討しておく） 

 

 

③ 

③の作業を行うには、①→②→③のプロセスが必要

着目点：作業の優先順位の明確化 

学校災害対策

本 部 設 置 

 

被害状況 

 

把  握 

 
情 報 の 
収集・伝達 

 

① 

 

状況に応じた 

児童生徒等の 

保護者への 

引 き 渡 し 

【例】「震度５以上の地震が発生し、電話・メールでの連絡ができない状

況になった場合、児童生徒等は学校（園）に保護しているので、保護者の

方は、道路等の安全を確認したのち迎えをお願いします。」など 

着 目 点 

インシデントが発生してからのコン

タクトリスト（連携機関連絡先） 

担当者が不在の場合
もあることから複数

を明記する

１３ 



 

 

 

 

           ・引き渡しカードにより、児童生徒等を保護者に引き渡す。 

      ・保護者と連絡が取れない児童生徒等は、学校で待機させる。 

       児童生徒等  

      ・帰宅後は、学校の指示、地域・学校の取り決めに従って行動する。 

           

 教職員  

                      ・出火を確認したら直ちに初期消火にあたる。 

           ・薬品類は発火等の危険が生じる場合があるため、特に注意する。 

            教職員・児童生徒等  

                      ・養護教諭を中心に救護班を編成し救護に当たる。 

           ・市町、医療機関等と連携して、重傷者の搬送等を行う。 

           ・安否確認・避難誘導班、救急医療班、救護班が連絡を取り合いながら 

行方不明者の安否確認を行う。 

           ・市町、消防機関等と連携し、建物の倒壊等により生き埋めになった 

児童生徒等の救出救助を行う。 

            教職員・児童生徒等  

・教職員や中、高校生等は、可能な範囲で地域住民等の防災活動に協力する。 

          ・市町、地域自主防災組織等と連携して、避難所運営支援に当たる。 

 

 

 

 

 

（２）登下校時 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

着 目 点 

・地震対応マニュアルと防災教育内容が混在していないか？ 

・本マニュアルを誰が読むのかを考えて作成する。 

１３ 

状況に応じた    

児童生徒等の 

保護者への 

引 き 渡 し 

火 元 の 

確   認 

 

応急救護 

・ 

救出救助 

 

地 域 自 主 

防 災 活 動 

へ の 協 力 

      教職員  

         ・すでに登校（園）している児童生徒等に、落下物、転倒物、ガラスの飛散から 

身を守るよう指示する。 

・避難誘導については、在校時と同じ対応をとる。 

《揺れがおさまったら》 ・火を消す。ガスの元栓を締める。電気器具のコンセントを抜く。 

 児童生徒等  

          ・近くの公園、空き地等安全な場所へ避難する。 

     ★ブロック塀、自動販売機等から離れ、頭部を保護し安全な場所に身を伏せる。 

     ★崖下、川岸、橋の上、ガス漏れ箇所等から速やかに遠ざかる。 

     ★津波の恐れのある場合は、高台や頑丈な建物の３階以上の階に避難する。 

           学校・自宅・指定避難場所等の中でできるだけ高い所へ避難する。 

     ★山津波や地すべりが考えられる場合、安全な場所に避難する。 

     ・学校へ避難した場合は、校庭等の安全な場所へ避難する。 

     ・自宅に帰ったり指定避難場所に避難した場合は、できるだけ早く学校へ連絡する。 

 

地震の揺れにより薬品が転倒する等により火災

が発生しないように常日頃から備えておく。 

地震の揺れにより薬品が転倒する等により火災が発生しないように常日

頃から備えておく。また、付近に消火器（消火用具）を設置しておく。 

防災行動を行うための生徒への教育・訓練を行っているか。

地域住民との連携ができる関係が構築できているか。 

１４ 

 

 

安 

全 

確 

保 

 

 

児童・生徒

への日頃か

らの防災教

育の内容と

して行われ

ているか？ 

着 目 点 

・実効性のない理想の記述になっていないか？ 

・インシデント後の対応ではないものが含まれていないか？ 



 

 

 

 

状況に応じた児童生徒等の保護者への引き渡し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時引き渡しカード （例） 

１４ 

１５ 

【家庭保管用】 

（〇〇〇小学校） 

【学校提出用】 

（〇〇〇小学校） 

教
職
員 

・保護者へ連絡をとる。（電話 メールが使用できないことも考えられるため、文書等で事

前に取りきめておくことも検討しておく）  

 【例】  

「震度５以上の地震が発生し、電話・メールでの連絡ができない状況になった場合、

児童生徒等は学校(園)に保護しているので、保護者の方は津波の危険がなくなり道

路等の安全を確認したのち迎えをお願いします。」など 

 

・学校（園）及び校区内の津波による浸水が予想されている場合は、大津波警報、津波警

報、津波注意報が解除になるまで避難場所での待機を継続する。  

・大津波警報、津波警報、津波注意報が解除になれば、引き渡しカードにより、児童生徒

等を保護者に引き渡す。  

・保護者と連絡が取れない児童生徒等は、学校で待機させる。 

児
童
生
徒
等 

・帰宅後は、学校の指示、地域の取り決めに従って行動する。 

【学校提出用】 



◆学校施設の安全点検項目の具体化 

（１）環境安全点検表・建物自主点検表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 物

１６ 

点検の結果、修繕などの対

応が必要な場合は対処方法

を示し対応済みに至る経緯

を示しておく。 

教職員⇒校長⇒教育委員会 

〇年〇月〇日対応 

点検の結果、修繕などの対応が必要な場合

は対処方法を示し、対応済みに至る経緯を

示すことが大切である。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１７ 

着 目 点 

・重点点検個所の図示（電気、ガス、水道などに関わる場所） 

・危険物、化学薬品のある部屋および、備蓄保管場所等の図示 



（２）備品管理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

着 目 点 

災害発生時に備えて、平常時から校内の備蓄品を管理しておく。 

１８ 

消火器 

バケツ 



◆平常時からの備え 

（１）避難場所の選定 

 

 

 

 

 

着 目 点 

・避難場所は適切か？ 

・状況によって使い分ける。 

１９ 

学校がため池決壊による浸水エリア

にある場所は、グランドに集合させ

ることが危険な場合もある。（２階

以上の教室で点呼を行う方がよい） 



（２）避難経路の具体化 

 

 

 

 

 

着 目 点 

避難経路の具体化（校舎配置図に明記） 

２０ 



（３）避難場所の安全確認項目 

 

 

 

 

（４）アクションカードの作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難場所の安全確認について・チェック項目（津波浸水エリアでないこと）

体育館：
① コンクリートにひび割れが入っていないか
② 出入り口に変形はないか（ドアの開け閉めができるか）
③ 天井から照明器具、ブレス材の落下はないか

グラウンド・他：
① 地割れが生じていないか
② 倒木や電柱、照明灯柱、フェンスの支柱に傾きはないか
③ 液状化（グラウンドに水がわき出ていないか）していないか
④ 校内から別の避難場所に移動する場合、その場所と避難経路の安全確認

着 目 点
避難場所は本当に安全か

避難する前にしなければならないこと

グラウンドがいいとは限らない
教室で待機することがよい場合もある

着 目 点 

まずしなければならない行動の整理 

２１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆参考資料 

〇 地震時における児童の引き渡しと待機について （マニュアル ）  

香川大学教育学部附属坂出小学校 平成25年４月 

〇 学校防災マニュアル（地震・津波災害等）作成の手引き 文部科学省 2012年 

〇 学校防災計画作成例 徳島県教育委員会体育安全課 

 

○〇幼稚園【年少クラス】地震避難
アクションカード

１．【緊急地震速報を覚知】

○セーフティゾーンで安全な姿勢

○カーテンを閉める

○出口を開ける

２．【揺れが小さくなったら】

○園庭（第1避難場所）への移動を指示

３．【園庭では】

○人数確認・報告 → ○○へ報告

○けが人の確認 → ○○へ報告

４．【避難先に着いたら】

○“安否確認”とケガをしていたら“応急処置”

５．連絡先

保護者

先生

連絡状況 （ 時 分 へ連絡）

氏 名

地震 太郎

場 所

パンダ

内 容

安全に避難させる

アクション内容

机の脚をもって
怖くないよ
おちついて

クラス出席簿
非常持ち出し袋

揺れている間は
園児に大丈夫と声がけをする

２２ 


